
 

 

地域主権改革の諸課題の取組状況 
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地
域
主
権
改
革
関
連
２
法
案
の
概
要

・

 

協
議

が
調

っ
た
事

項
に
つ
い
て
は

、
議

員
・
臨

時
の

議
員

は
、
協

議
結

果
を
尊

重
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い

（
１
）

 

地
域
主
権

戦
略
会
議
の
設
置
（
内
閣
府
設
置
法
の
一
部
改
正
）

「
地
域
主
権
改
革
」
の
定
義

・
・
・
日
本
国
憲
法
の
理
念
の
下
に
、
住
民
に
身

 
近

な
行

政
は

、
地

方
公

共
団

体
が

自
主

的
か

つ
総

合
的

に
広

く
担

う
よ
う
に

 
す
る
と
と
も
に
、
地

域
住

民
が

自
ら
の

判
断

と
責

任
に
お
い
て
地

域
の

諸
課

 
題

に
取

り
組

む
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
の

改
革

①

 

所
掌
事
務

②

 

会
議
の
組
織

③
そ
の
他

改
革

の
基

本
方

針
・
重

要
事

項
の

調
査

審
議

、
重

要
事

項
の

施
策

の

実
施
を
推
進

議
長

・
・
・
内

閣
総

理
大

臣
議

員
・
・
・
内

閣
官

房
長

官
、
地

域
主

権
改

革
担

当
大

臣
、

内
閣

総
理

大
臣

が
指

定
す
る
国

務
大

臣
、

内
閣

総
理

大
臣

が
任

命
す
る
有

識
者

 

な
ど

内
閣

府
の

【
重

要
政

策
会

議
】
：
１
５
人

以
内

・

 

政
令

で
定

め
る
日

（
公

布
日

か
ら
３
か

月
以

内
）
に
施

行
・

 

改
革
を
更
に
進
め
る
観
点
か
ら
、
法
施

行
後
３
年
以
内
に
見
直
し

地
方
分
権
改
革
推
進
計
画
（
平
成
2
1
年
1
2
月
1
5
日
閣
議
決
定
）
に
基
づ
き
、

関
係
す
る
４
１
法
律
を
一
括
改
正
（
別
紙
参
照
）

（
２
）

 

義
務

付
け
・
枠

付
け
の

見
直

し
（
関

係
法

律
の

一
部

改
正

）

・
議

員
・
・
国

：
内

閣
官

房
長

官
、
地

域
主

権
改

革
担

当
大

臣
、
総

務
大

臣
、

財
務

大
臣

、
内

閣
総

理
大

臣
が

指
定

す
る
国

務
大

臣
《
議

長
・
議

長
代

行
を
内
閣

総
理

大
臣

が
指

定
》

次
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
重
要
な
も
の

・

 

国
と
地

方
公

共
団

体
と
の

役
割

分
担

に
関

す
る
事

項
・

 

地
方

行
政

、
地

方
財

政
、
地

方
税

制
そ
の

他
の

地
方

自
治

に
関

す
る
事

項
・

 

経
済

財
政

政
策

、
社

会
保

障
・
教

育
・
社

会
資

本
整

備
に
関

す
る
政

策
そ
の

他
の

国
の

政
策

に
関

す
る
事

項
の

う
ち
、
地

方
自

治
に
影

響
を
及

ぼ
す
と
考

え
ら
れ
る
も
の

・

 

内
閣
総
理
大
臣
が
招
集
（
毎
年
度
一
定
回
数
。
臨
時
招
集
も
可
）

・

 

議
員

は
内

閣
総

理
大

臣
に
対

し
招

集
を
求

め
る
こ
と
が

可

･

 

分
科
会
を
開
催
し
、
特
定
の
事
項
に
関
す
る
調
査
・
検
討
が
可
能

・

 

議
長

は
、
協

議
の

場
の

終
了

後
遅

滞
な
く
、
協

議
の

概
要

を
記

載
し
た
報

告
書

を
作

成
し
、
国

会
に
提

出

地
方

：
地

方
六

団
体

代
表

（
各

１
人

）

 

《
副

議
長
を
互
選
》

・
臨

時
の

議
員

・
・
議

員
で
な
い
国

務
大

臣
、
地

方
公

共
団

体
の

長
・
議

会
の

議
長

・
内

閣
総

理
大

臣
は

、
い
つ
で
も
出

席
し
発

言
可

①

 

構
成
・
運
営

②

 

協
議
の
対
象

③

 

招
集
等

④

 

分
科
会

⑤

 

国
会
へ
の
報
告

⑥
協
議
結
果
の
尊
重

２
．
国
と
地
方
の
協
議
の
場
に
関
す
る
法
律
案

１
．
地
域
主
権
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の

 
整
備
に
関
す
る
法
律
案

平
成

２
２

年
４

月

内
閣

府
地

域
主

権
戦

略
室
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１
．
概
要

自
治
事
務
の
う
ち
、
法
令
に
よ
る
義

務
付
け

・
枠

付
け
を
し
、
条
例

 
で
自
主
的
に
定
め
る
余
地
を
認
め
て
い
な
い
も
の
で
、
次
の
よ
う
な

 
事

項
を
対
象

①
施

設
・

公
物

設
置

管
理

の
基

準
②

協
議

、
同

意
、

許
可

・
認

可
・

承
認

③
計

画
等

の
策

定
及

び
そ

の
手

続

 

等

改
正
の
対
象
と
な
る
事
項

自
治

体
の

自
主

性
を

強
化

 
し

、
自

由
度

の
拡

大
を

図

 
る

た
め

、
義

務
付

け
・

枠
義

務
付

け
・

枠

 
付

け
を

見
直

し
付

け
を

見
直

し

例
え
ば
、

①
’
国

が
決

め
て

い
た

基
準

に
代

え
て

条
例

で
基

準
を

規

 
定

＝
地

方
の

独
自

性
の

発
揮

②
’
国

の
関

与
を

、
廃

止
又

は
弱

い
形

態
の

関
与

へ
③

’
計

画
等

の
策

定
義

務
を

廃
止

へ

改
正

後

〔
改

正
の

概
要

（
例

）〕
○
児
童
福
祉
施
設

の
設

備
及

び
運

営
に
関

す
る
基

準
（
児
童
福
祉
法
）

○
公

営
住

宅
の

整
備

基
準

及
び

収
入

基
準

（
公
営
住
宅
法
）

 

を
地

方
自

治
体

の
条

例
に
委

任
○
道

路
の

構
造

の
技

術
的

基
準
（
但

し
設

計
車

両
等

の
基

準
を
除

く
）
（
道

路
法
）

○
市

町
村

立
幼

稚
園

の
設

置
廃

止
等

に
係

る
都

道
府

県
教

育
委

員
会

の
認

可
は

、
届

出
と
す
る

（
学

校
教

育
法

）

２
．

施
行
日
等

①
直

ち
に

施
行

で
き
る
も
の

→
公
布
日

②
政

省
令

等
の

整
備

が
必

要
な
も
の

→
公

布
の

日
か

ら
起

算
し

３
月

を
経

過
し

た
日

③
地

方
自

治
体

の
条

例
整

備
が

必
要

な
も
の

、
事

業
年

度
単

位
で

の
施

行
が

必
要

な
も
の

→
平

成
2
3
年

４
月

１
日

 

等

○
福

祉
施

設
の

基
準

に
つ

い
て

、
関

係
法

律
の

施
行

の
状

況
等

を
勘

案
し

、
基

準
の

在
り

方
に

つ
い

て
見

直
し

検
討

関
係
法
律
を

 
一
括
し
改
正

 

関
係
法
律
を

 
一
括
し
改
正

(国
の
基
準
は
基
本
的
に
「
参
酌

す
べ
き

 
基
準
」
化

)

別
紙

義
務

付
け
・
枠

付
け
の

見
直

し

2



地
域

主
権

推
進

一
括

法
の

改
正

概
要

（
義

務
付

け
・

枠
付

け
の

見
直

し
関

係
）

福
祉
施
設
（
児

童
福

祉
施

設
、
特

別
養

護
老

人
ホ
ー
ム
、
介

護

 

施
設
、
障
害
者
支
援
施
設
、
認
定
こ
ど
も
園
等
）

 

○
職
員
の
資
格
及
び
数
（
例
：
保
育
士
等
の
配
置
基
準
等
）

○
居
室
面
積
等
（
例

：
ほ
ふ

く
室
3
.3
㎡

以
上

等
）

○
サ
ー
ビ
ス
の
適
切
な
利
用
等
に
関
す
る
事
項

（
例
：
虐
待

 

等
の
禁
止
、
秘
密
保
持
等
）

 

※
附
則
第
4
3
条
に
検
討
規
定

 
①
養
護
老
人
ホ
ー
ム
等
：
利
用
者
数

②
保
育
所
：
居
室
面
積

(但
し
、
省
令
基
準
に
照
ら
し
て
大
臣
が

 

指
定
す
る
地
域
に
つ
い
て
政
令

で
定

め
る
日
ま
で
の
間

) 

①
福
祉
施
設

：
「標

準
」
及
び
「
従
う
べ
き
基
準
」
以
外
の
基
準

 

（
例
：
保
育
所
の
屋
外
遊
戯
場
面
積
、
特
養
の
廊
下
幅
及
び

 

食
堂
や
機
能
訓
練
室
の
面
積
等
）

 

②
職
業
能
力
開
発
施
設

：
施
設
外
訓
練
等
の
実
施
の
基
準

③
へ

き
地

手
当

：
へ
き
地
手
当
の
月
額
等

④
公
営
住
宅

：
整

備
基

準
、
入

居
収

入
基

準
⑤
道
路
：
構

造
基

準
（
た
だ
し
、
設
計

車
両

、
建

築
限

界
、
設

計

 

自
動

車
荷

重
は
国

が
規

定
）
、
案

内
標

識
及

び
警

戒
標

識
の

 

寸
法

 

⑥
河
川
：
準
用
河
川
に
お
け
る
河
川
管
理
施
設
等
の
構
造
基

 

準

 

福
祉
施
設
（
児

童
福

祉
施

設
、
特

別
養

護
老

人
ホ
ー
ム
、
介

護

 

施
設
、
障
害
者
支
援
施
設
、
認
定
こ
ど
も
園
等
）

○
職
員
の
資
格
及
び
数
（
例
：
保
育
士
等
の
配
置
基
準
等
）

○
居
室
面
積
等
（
例

：
ほ
ふ

く
室
3
.3
㎡

以
上

等
）

○
サ
ー
ビ
ス
の
適
切
な
利
用
等
に
関
す
る
事
項

（
例
：
虐
待

 

等
の
禁
止
、
秘
密
保
持
等
）

 

※
附
則
第
4
3
条
に
検
討
規
定

①
養
護
老
人
ホ
ー
ム
等
：
利
用
者
数

②
保
育
所
：
居
室
面
積

(但
し
、
省
令
基
準
に
照
ら
し
て
大
臣
が

 

指
定
す
る
地
域
に
つ
い
て
政
令

で
定

め
る
日
ま
で
の
間

)

①
福
祉
施
設

：
「標

準
」
及
び
「
従
う
べ
き
基
準
」
以
外
の
基
準

 

（
例
：
保
育
所
の
屋
外
遊
戯
場
面
積
、
特
養
の
廊
下
幅
及
び

 

食
堂
や
機
能
訓
練
室
の
面
積
等
）

②
職
業
能
力
開
発
施
設

：
施
設
外
訓
練
等
の
実
施
の
基
準

③
へ

き
地

手
当

：
へ
き
地
手
当
の
月
額
等

④
公
営
住
宅

：
整

備
基

準
、
入

居
収

入
基

準
⑤
道
路
：
構

造
基

準
（
た
だ
し
、
設
計

車
両

、
建

築
限

界
、
設

計

 

自
動

車
荷

重
は
国

が
規

定
）
、
案

内
標

識
及

び
警

戒
標

識
の

 

寸
法

⑥
河
川
：
準
用
河
川
に
お
け
る
河
川
管
理
施
設
等
の
構
造
基

 

準

〔
学
校
教
育
法
関
係
〕

○
市
町
村
立
幼
稚
園
の
設
置
廃
止
等
の
認
可

 

→

 

事
前
届

出
へ

〔
漁
港
漁
場
整
備
法
関
係
〕

○
漁
港
区
域
の
指
定
等
の
大
臣
認
可

 

→

 

事
後
報
告

へ
〔
港
湾
法
関
係
〕

○
港
湾
区
域
の
設
定
の
大
臣
認
可

 

→

 

届
出

へ
（
重

要
港

湾
等

は
同

意
協

議
へ

）

〔
海
岸
法
関
係
〕

○
海
岸
保
全
施
設
の
工
事
に
係
る
大
臣
承
認

 

→

 

同
意
協
議

へ

〔
森
林
病
害
虫
等
防
除
法
関
係
〕

○
高

度
公

益
機

能
森

林
等

の
区

域
指

定
等

の
大

臣
同

意
協

議
→

 

一
部
を
事
後
報

告
へ

 

○
県
防
除
実
施
基
準
に
係
る
大
臣
協
議

 

→

 

事
後
報
告
へ

〔
企
業
立
地
促
進
法
関
係
〕

○
基
本
計
画
に
係
る
大
臣
同
意
協
議
→
一
部
の
同
意
協
議
廃
止
へ

〔
港
湾
法
関
係
〕

○
特

定
埠

頭
の
運

営
の
事

業
認

定
の
大

臣
同

意
協

議

 

→

 

事
後

 

通
知
へ
（
国
有
財
産
で
あ
る
港
湾
施

設
等
を
含
む
場

合
を
除
く
）

 

〔
下
水
道
法
関
係
〕

○
流
域
別
下
水
道
整
備
総
合
計
画
に
係
る
大
臣
同
意
協
議
→
協
議

 

へ

 

○
公
共
下
水
道
事
業
計
画
に
係
る
大
臣
（
知
事
）
認
可
→
協
議
又
は

 

届
出
へ

 

〔
都
市
計
画
法
関
係
〕

○
県

の
三

大
都

市
圏

等
大

都
市

等
に
お

け
る
都
市
計
画
決
定
に
係

 

る
大

臣
同

意
協

議

 

→

 

廃
止
へ

 

○
市
の
都
市
計
画
決
定
に
係
る
知
事
同
意
協
議

 

→

 

協
議
へ

〔
国
土
利
用
計
画
法
関
係
〕

○
土
地
利
用
基
本
計
画
に
係
る
大
臣
同
意
協
議

 

→

 

協
議
へ

〔
自
動
車
N
O
x法

関
係
〕

○
総
量
削
減
計
画
に
係
る
大
臣
同
意
協
議

 

→

 

協
議
へ

〔
学
校
教
育
法
関
係
〕

○
市
町
村
立
幼
稚
園
の
設
置
廃
止
等
の
認
可

 

→

 

事
前
届
出

へ
〔
漁
港
漁
場
整
備
法
関
係
〕

○
漁
港
区
域
の
指
定
等
の
大
臣
認
可

 

→

 

事
後
報
告

へ
〔
港
湾
法
関
係
〕

○
港
湾
区
域
の
設
定
の
大
臣
認
可

 

→

 

届
出

へ
（
重

要
港

湾
等

は
同

意
協

議
へ

）

〔
海
岸
法
関
係
〕

○
海
岸
保
全
施
設
の
工
事
に
係
る
大
臣
承
認

 

→

 

同
意
協
議

へ

〔
森
林
病
害
虫
等
防
除
法
関
係
〕

○
高

度
公

益
機

能
森

林
等

の
区

域
指

定
等

の
大

臣
同

意
協

議
→

 

一
部
を
事
後
報

告
へ

○
県
防
除
実
施
基
準
に
係
る
大
臣
協
議

 

→

 

事
後
報
告

へ
〔
企
業
立
地
促
進
法
関
係
〕

○
基
本
計
画
に
係
る
大
臣
同
意
協
議
→
一
部
の
同
意
協
議
廃
止
へ

〔
港
湾
法
関
係
〕

○
特

定
埠

頭
の
運

営
の
事

業
認

定
の
大

臣
同

意
協

議

 

→

 

事
後

 

通
知
へ
（
国
有
財
産
で
あ
る
港
湾
施

設
等
を
含
む
場

合
を
除
く
）

〔
下
水
道
法
関
係
〕

○
流
域
別
下
水
道
整
備
総
合
計
画
に
係
る
大
臣
同
意
協
議
→
協
議

 

へ
○
公
共
下
水
道
事
業
計
画
に
係
る
大
臣
（
知
事
）
認
可
→
協
議
又
は

 

届
出
へ

〔
都
市
計
画
法
関
係
〕

○
県

の
三

大
都

市
圏

等
大

都
市

等
に
お

け
る
都
市
計
画
決
定
に
係

 

る
大

臣
同

意
協

議

 

→

 

廃
止
へ

○
市
の
都
市
計
画
決
定
に
係
る
知
事
同
意
協
議

 

→

 

協
議
へ

〔
国
土
利
用
計
画
法
関
係
〕

○
土
地
利
用
基
本
計
画
に
係
る
大
臣
同
意
協
議

 

→

 

協
議
へ

〔
自
動
車
N
O
x法

関
係
〕

○
総
量
削
減
計
画
に
係
る
大
臣
同
意
協
議

 

→

 

協
議
へ

○
職
階
制
に
適
合
す
る
給
料
表
に
関
す
る
計
画

 

〔
地
方
公
務
員
法
関
係
〕

○
資
金
貸
付
事
業

計
画

 

〔
小
規
模
企
業
者
等
設
備
導
入
資
金
助
成
法
関
係
〕

○
地
域
産
業
資
源
活
用
事
業
の
促
進
に
関
す
る
基
本
構
想

 

〔
地
域
産
業
資
源
活
用
促
進
法
関
係
〕

○
農
山
漁
村
電
気

導
入
計
画

 

〔
農
山
漁
村
電
気
導
入
促
進
法
関
係
〕

○
職
階
制
に
適
合
す
る
給
料
表
に
関
す
る
計
画

 

〔
地
方
公
務
員
法
関
係
〕

○
資
金
貸
付
事
業

計
画

 

〔
小
規
模
企
業
者
等
設
備
導
入
資
金
助
成
法
関
係
〕

○
地
域
産
業
資
源
活
用
事
業
の
促
進
に
関
す
る
基
本
構
想

 

〔
地
域
産
業
資
源
活
用
促
進
法
関
係
〕

○
農
山
漁
村
電
気

導
入
計
画

 

〔
農
山
漁
村
電
気
導
入
促
進
法
関
係
〕

1
.施

設
・

公
物

設
置

管
理

の
基

準

〔
大
気
汚
染
防
止
法
関
係
〕

○
総

量
削

減
計

画
に
係

る
大

臣
同

意
協

議
→

範
囲

を
限

定
し
協

 

議
へ

 

〔
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類

対
策

特
別

措
置

法
関

係
〕

○
総

量
削

減
計

画
に
係

る
大

臣
同

意
協

議
→

範
囲

を
限

定
し
協

 

議
へ

 
〔
災
害
対
策
基
本
法
関
係
〕

○
都
道
府
県
地
域
防
災
計
画
に
係
る
大
臣
協
議

 

→
事
後
報
告
へ

〔
地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
法
律

関
係
〕

○
学
校
運
営
協
議
会
設
置
に
係
る
県
教
委
協
議

 

→

 

廃
止

へ
〔
文
化
財
保
護
法
関
係
〕

○
国
有
地
で
の
発
掘
に
係
る
関
係
各
省
庁
協
議

 

→

 

廃
止

へ
〔
林
業
労
働
力
の
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律
関
係
〕

○
基
本
計
画
に
係
る
大
臣
協
議

 

→

 

範
囲
を
限
定

し
報
告

へ
〔
農
業
改
良
助
長
法
関
係
〕

○
県

協
同

農
業

普
及

事
業

実
施

方
針

に
係

る
大

臣
協

議
→
廃
止

 

へ

 

〔
農

業
振

興
地

域
の

整
備

に
関

す
る
法

律
関

係
〕

○
基
本
方
針
に
係
る
大
臣
同
意
協
議
等

 

→

 

範
囲
を
限
定
し
同

 

意
協
議
へ

 

〔
中

小
企

業
団

体
の

組
織

に
関

す
る
法

律
関

係
〕

○
商
工
組
合
等
の
設
立
認
可
等
に
係
る
大
臣
協
議

 

→

 

廃
止

へ
〔
道
路
法
関
係
〕

○
都
道
府
県
道
の
路
線
認
定
等
に
係
る
大
臣
協
議
→

 

廃
止
へ

〔
自
然
環
境
保
全
法
関
係
〕

○
特
別
地
区
の
指
定
等
に
係
る
大
臣
協
議

 

→

 

廃
止

へ
〔
辺
地
法
関
係
〕

○
市
町
村
総
合
整
備
計
画
に
係
る
知
事
協
議
→

 

一
部
廃
止

へ

〔
地
方
公
営
企
業
法
関
係
〕

○
利
益
の
処
分
に
伴
う
減
債
積
立
金
等
の
積
立
義
務
の
廃
止
等

○
企
業
団
の
監
査
委
員
の
定
数
に
係
る
規
定
の
廃
止

〔
大
気
汚
染
防
止
法
関
係
〕

○
総

量
削

減
計

画
に
係

る
大

臣
同

意
協

議
→

範
囲

を
限

定
し
協

 

議
へ

〔
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類

対
策

特
別

措
置

法
関

係
〕

○
総

量
削

減
計

画
に
係

る
大

臣
同

意
協

議
→

範
囲

を
限

定
し
協

 

議
へ

〔
災
害
対
策
基
本
法
関
係
〕

○
都
道
府
県
地
域
防
災
計
画
に
係
る
大
臣
協
議

 

→
事
後
報
告
へ

〔
地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
法
律

関
係
〕

○
学
校
運
営
協
議
会
設
置
に
係
る
県
教
委
協
議

 

→

 

廃
止

へ
〔
文
化
財
保
護
法
関
係
〕

○
国
有
地
で
の
発
掘
に
係
る
関
係
各
省
庁
協
議

 

→

 

廃
止

へ
〔
林
業
労
働
力
の
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律
関
係
〕

○
基
本
計
画
に
係
る
大
臣
協
議

 

→

 

範
囲
を
限
定

し
報
告

へ
〔
農
業
改
良
助
長
法
関
係
〕

○
県

協
同

農
業

普
及

事
業

実
施

方
針

に
係

る
大

臣
協

議
→
廃
止

 

へ
〔
農

業
振

興
地

域
の

整
備

に
関

す
る
法

律
関

係
〕

○
基
本
方
針
に
係
る
大
臣
同
意
協
議
等

 

→

 

範
囲
を
限
定
し
同

 

意
協
議
へ

〔
中

小
企

業
団

体
の

組
織

に
関

す
る
法

律
関

係
〕

○
商
工
組
合
等
の
設
立
認
可
等
に
係
る
大
臣
協
議

 

→

 

廃
止

へ
〔
道
路
法
関
係
〕

○
都
道
府
県
道
の
路
線
認
定
等
に
係
る
大
臣
協
議
→

 

廃
止
へ

〔
自
然
環
境
保
全
法
関
係
〕

○
特
別
地
区
の
指
定
等
に
係
る
大
臣
協
議

 

→

 

廃
止

へ
〔
辺
地
法
関
係
〕

○
市
町
村
総
合
整
備
計
画
に
係
る
知
事
協
議
→

 

一
部
廃
止

へ

〔
地
方
公
営
企
業
法
関
係
〕

○
利
益
の
処
分
に
伴
う
減
債
積
立
金
等
の
積
立
義
務
の
廃
止
等

○
企
業
団
の
監
査
委
員
の
定
数
に
係
る
規
定
の
廃
止

○
中
小
企
業
支
援
事
業
の
実
施
に
関
す
る
計
画

 

〔
中
小
企
業
支
援
法
関
係
〕

○
消
防
広
域
化
の
推
進
計
画
（
含
：
計
画
の
内
容
例
示
化
）

 

〔
消
防
組
織
法
関
係
〕

○
辺
地
総
合
整
備
計
画
（
含
：
計
画
の
内
容
の
一
部
を
努
力
義
務

化
等
）

 

〔
辺
地
法
関
係
〕

○
基
本
計
画
の
内
容
の
一
部
を
例

示
化

 

〔
中
心
市
街
地
の
活
性
化
に
関
す
る
法
律
関

係
〕

○
防
災
計
画
の
内
容
の
一
部
を
例

示
化

 

〔
石
油
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
等
災
害

防
止
法
関
係
〕

○
都
道
府
県
の
医
療
計
画
の
内
容
の
一
部
を
例
示

化

 

〔
医
療
法
関
係
〕

○
中
小
企
業
支
援
事
業
の
実
施
に
関
す
る
計
画

 

〔
中
小
企
業
支
援
法
関
係
〕

○
消
防
広
域
化
の
推
進
計
画
（
含
：
計
画
の
内
容
例
示
化
）

 

〔
消
防
組
織
法
関
係
〕

○
辺
地
総
合
整
備
計
画
（
含
：
計
画
の
内
容
の
一
部
を
努
力
義
務

化
等
）

 

〔
辺
地
法
関
係
〕

○
基
本
計
画
の
内
容
の
一
部
を
例

示
化

 

〔
中
心
市
街
地
の
活
性
化
に
関
す
る
法
律
関

係
〕

○
防
災
計
画
の
内
容
の
一
部
を
例

示
化

 

〔
石
油
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
等
災
害

防
止
法
関
係
〕

○
都
道
府
県
の
医
療
計
画
の
内
容
の
一
部
を
例
示

化

 

〔
医
療
法
関
係
〕

※
「
検
討
規
定
」
(附

則
第
4
3
条
）

今
後

の
施

行
の
状

況
等

を
勘

案
し
、
福

祉
施

設
の
基

準
の
在

り
方

に
つ

い
て
検

討
を
加

え
、
必

 

要
が
あ
る
と
認

め
る
と
き
は
、
そ
の
結
果
に
基
づ

い
て
必

要
な
措
置
を
講
ず
る
。

施
設
基
準
は

政
省
令
で
規
定

・
施
設
等
基
準
は
条
例
で
規
定

・
政
省
令
は
条
例
制
定
の
基
準
へ

＜
現
行
＞

＜
見

直
し
後

＞

(
3
)
「

参
酌

す
べ

き
基

準
」

の
例

(
2
)
「

標
準

」
の

例

(
1
)
「

従
う

べ
き

基
準

」
の

例

2
.協

議
、

同
意

、
許

可
・

認
可

・
承

認
の

見
直

し
等

(
1
)
認

可
の

見
直

し

(
2
)
承

認
の

見
直

し

(
3
)
同

意
協

議
等

の
見

直
し

(
4
)
協

議
の

見
直

し

(
5
)
そ
の
他

3
.計

画
等

の
策

定
及

び
そ

の
手

続

(1
)策

定
義
務
の
規
定
そ
の
も
の
の
廃
止

(2
)策

定
義
務
の
「
で
き
る
規
定
化
」
等

(
3
)
内

容
の

例
示

化

平
成

22
年

4月
内
閣
府
地
域
主
権
戦
略
室
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平成22年度税制改正大綱（抄）

平成21年12月22日
閣 議 決 定

第１章 税制改革に当たっての基本的考え方

２．税制改革の視点
第五に、地域主権を確立するための税制を構築していきます。地域再生のためには

もちろんのこと、市民に一番身近な自治体が、自らの権限と責任で自らの税制のあり
方を定め、そこから得られる税収によって住民が求める行政サービスを提供すること
は、納税者としての意識を高め、税の無駄遣いを防ぐことにもつながります。今後、
地域主権を確立するためには、国と地方の役割分担の大幅な見直しと併せて、それぞ
れの担う役割に見合った形へと国・地方間の税財源の配分のあり方を見直します。

第３章 各主要課題の改革の方向性

喫緊の課題である地球温暖化対策を推進するためには、地域において主体的な取組
を進め、地球環境に貢献することが求められています。
ＣＯ２の排出を抑制するためには、地方税においても、すでに軽油等に課税してい

ることを踏まえ、燃料や自動車に対して、環境への負荷に応じた措置を行うことが必
要です。
また、地方公共団体は、地球温暖化対策について様々な分野で多くの事業を実施し

ています。このような地方の役割を踏まえ、地球温暖化対策のための税を検討する場
合には、地方の財源を確保する仕組みが不可欠です。

７．個別間接税

（３）暫定税率、地球温暖化対策のための税等

④ 地方環境税の検討

９．地域主権の確立に向けた地方税財源のあり方
（１）国と地方の税源配分のあり方の見直し

地域主権改革を推進し、国の役割を限定して、地方に大幅に事務事業の権限を移譲
します。国と地方の役割分担を踏まえるとともに、地方が自由に使える財源を拡充す
るという観点から国・地方間の税財源の配分のあり方を見直します。
社会保障など地方行政を安定的に運営するための地方消費税の充実など、税源の偏

在性が少なく、税収が安定的な地方税体系を構築します。
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直轄事業負担金制度の廃止に向けた工程表（素案） 
 

平成２２年１月１４日     

直轄事業負担金制度等に関する 

ワーキングチーム決定   

 
 

○平成２１年度 

・平成２１年度分の直轄事業負担金について、当初予定額通知の内容を見

直すこととし、都道府県等に対し詳細な内訳書を提示する。 

 

 

○平成２２年度 

・直轄事業負担金制度の廃止への第一歩として、次期通常国会に、平成２

２年度から維持管理に係る負担金制度を廃止する法案を提出する。ただ

し、経過措置として、平成２２年度に限り、維持管理のうち特定の事業

に要する費用については、その対象を明確にした上で、地方から負担金

を徴収する（平成２３年度には維持管理費負担金を全廃する）。 

 

・維持管理に係る土地改良事業については、農業者等の受益者負担を維持

しつつ、都道府県負担分を廃止し、関連する政令を改正する。 

 

・直轄事業負担金の業務取扱費を全廃し、併せて公共事業に係る補助金の

事務費も全廃する。 

 

 

○平成２２年度～平成２５年度まで 
・直轄事業負担金の問題は、国と地方の役割分担の在り方や今後の社会資

本整備の在り方等、地域主権の実現に関する様々な課題と密接に関連す

るため、これとの整合性を確保しながら、関連する諸制度の取扱いを含

めて検討を行い、マニフェストに沿って現行の直轄事業負担金制度の廃

止とその後の在り方について結論を得る。 

  このため、本ワーキングチームにおいて、必要に応じ地方の意見を聞

きながら、検討を進める。 
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国の直轄事業に係る都道府県等の維持管理負担金の廃止等のための関係
法律の整備に関する法律 

 国が管理する道路、河川等の維持等に要する費用に係る都道府県等の負担金を廃
止する等のため、関係法律の規定について所要の改正を行う。 

 国が行う道路、河川等に関する事業（直轄事業）について、受益者負担の観点
から、都道府県等がその費用の一部を負担 

従前制度の概要 

  

見直しの概要 

○ 直轄事業負担金制度の廃止への第一歩として、平成２２年度から維持管理  
負担金を廃止【法律】 

 
 
 
 
 

          
 負担金を廃止【法律】 
 ※ 経過措置として、平成２２年度に限り、維持管理のうち特定の事業（※） 
  に要する費用については、その対象を明確にした上で、都道府県等から負  
  担を徴収 

 ○ 併せて、直轄事業負担金の業務取扱費を全廃するとともに、公共事業に係   
   る補助金の事務費も全廃【予算】 

直轄事業の負担率（道路の場合）直轄事業の負担率（道路の場合）

Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 

新設・改築 
 国  : 2/3 
 地方 : 1/3 

 国  : 2/3 
 地方 : 1/3 

 国  : 2/3 
 地方 : 1/3 

特定の事業（※）
 国 : 5.5/10 国 : 5.5/10  国  : 10/10

特定の事業（※） 
国 /

 地方 : 4.5/10 
国 /

 地方 : 4.5/10 
国 /

 地方 :  0/10 

維持管理 
 国  : 5.5/10 
 地方 : 4.5/10 

 国  : 10/10 
 地方 :  0/10 

 国  : 10/10   
 地方 :  0/10 

（※）特定の事業：安全性の確保等のために速やかに行う必要のある特定の維持管理 
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地
域
力
の
創
造
・
地
方
の
再
生

○
活
力
あ
る
地
域
社
会
を
形
成
し
、
地
域
主
権
を
確
立
す
る
た
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
で
様
々
な
主
体
が
協
働
・
連
携
し
て
地

域
資
源
を
最
大
限
活
用
し
、
地

域
力

を
高

め
る
た
め
の

多
様

な
取

組
を
展

開
で
き
る
よ
う
支

援

「
中

心
市

」
の

都
市

機
能

と
「
周

辺
市

町
村

」
の

環
境

、
歴

史
、
文

化
、
食

料
生

産
な
ど
の

機
能

で
相

互
に
役

割
分

担
し
、
定

住
の

受
皿

を
形

成

○
定

住
自

立
圏

構
想

推
進

要
綱

及
び
定

住
自

立
圏

に
対

す
る
支

援
策

を
取

り
ま
と
め
、
平

成
２
１
年

４
月

よ
り
全

国
展

開

○
中
心
市

宣
言

実
施

済
み

５
３
団

体
。
協

定
締

結
延

べ
１
２
５
団

体
（
２
５
圏

域
）
。
方

針
策

定
６
団

体
（
６
圏

域
）
。
共

生
ビ
ジ
ョ
ン
策

定
２
１
団

体
。

（平
成

２
２
年

４
月

２
３
日

時
点

）

２
．

２
．
「
定
住
自
立
圏
構
想
」

「
定
住
自
立
圏
構
想
」
の
推
進

の
推
進

「
過

疎
地

域
こ
そ
日

本
の

原
点

」
と
の

認
識

の
も
と
、
国

土
を
保

全
し
、
生

産
機

能
を
守

り
、
安

心
し
て
暮

ら
せ

る
地

域
に
再

生

○
新

た
な
過

疎
対

策
の

推
進

○
医

療
、
介

護
、
生

活
の

足
の

確
保

○
「
集

落
支

援
員

」
に
よ
る
集

落
再

生
○

デ
ジ
タ
ル

・
デ
ィ
バ

イ
ド
の

解
消

３
．

３
．
過
疎
地
域
な
ど
の
条
件
不
利
地
域
の
自
立
・
活
性
化

過
疎
地
域
な
ど
の
条
件
不
利
地
域
の
自
立
・
活
性
化

の
支
援

の
支
援

そ
れ

ぞ
れ

の
地

域
資

源
（
豊

か
な
自

然
環

境
、
再

生
可

能
な
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル

ギ
ー
、
安

全
で
豊

富
な
食

料
、
歴

史
文

化
資

産
、
志

の
あ
る
資

金
）
を

最
大

限
活

用
す
る
仕

組
を
地

方
公

共
団

体
と
市

民
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等

の
協

働
・
連

携
に
よ
り
創

り
上

げ
て
い
く
こ
と
に
よ
り
、
地

域
か

ら
人

材
、
資

金
が

流
出

す
る
中

央
集

権
型

の
社

会
構

造
を
分

散
自

立
・
地

産
地

消
・
低

炭
素

型
と
し
て
い
く
こ
と
に
よ
り
、
「
地

域
の

自
給

力
と
創

富
力

を
高

め
る
地

域
主

権
型
社
会

」
へ

と
転

換

平
成
２
１
年
度
検
討
事
業

○
都
道
府
県
・
市
町
村
に
お
け
る
、
再
生
可
能
な
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
賦
存
量
等
の
調
査
及
び
先
行
実
証
調
査

平
成
２
２
年
度
検
討
事
業

○
改
革
を
推
進
し
て
い
く
た
め
の
制
度
的
対
応
等
に
つ
い
て
の
研
究

○
改
革
の
趣
旨
に
賛
同
し
、
総
合
的
・
複
合
的
な
取
組
を
先
行
的
に
行
う
市
町
村
に
お
け
る
調
査
研
究

１
．

１
．
「
緑
の
分
権
改
革
」

「
緑
の
分
権
改
革
」
の
推
進

の
推

進
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○
地

域
に
お
い
て
は
、
少
子
高
齢
化
・
人
口
減
少
社
会
が
到
来
す
る
中
に
あ
っ
て
、
厳
し
い
財
政
制
約
の
下
で
、
地
域
主

権
の
確
立
、
低
炭
素
型
社
会
へ
の
転
換
等
の
改
革
の
推
進
が
強
く
求
め
ら
れ
て
い
る
。

○
緑

の
分
権
改
革
と
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
が
、
森
・
里
・
海
と
そ
れ

に
は

ぐ
く
ま
れ

る
き
れ

い
な
水

な
ど
の

豊
か

な
資

源
と

そ
れ

に
よ
り
生

み
出

さ
れ

う
る
食

料
や

エ
ネ
ル

ギ
ー
、
あ
る
い
は
歴
史
文
化
資
産
の
価
値
等
を
把
握
し
、
最
大
限
活
用
す

る
仕

組
み

を
創

り
上

げ
て
い
く
こ
と
に
よ
っ
て
、
地

域
の
絆
の
再
生
を
図
り
、
地
域
か
ら
人
材
、
資
金
が
流
出
す
る
中
央
集

権
型
の
社
会
構
造
を
、
分
散
自
立
・
地
産
地
消
・
低
炭
素
型
と
し
て
い
く
こ
と
に
よ
り
、
「
地

域
の

自
給

力
と
創

富
力

を
高

め
る
地
域
主
権
型
社
会
」
へ
の
転
換
を
実
現
し
よ
う
と
す
る
も
の
。

１
緑
の
分
権
改
革
と
は

緑
の
分
権
改
革

○
地

域
主
権
の
確
立
の
た
め
、
義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し
、
基
礎
自
治
体
へ
の
権
限
移
譲
、
国
直
轄
事
業
負
担
金

の
廃
止
、
補
助
負
担
金
の
一
括
交
付
金
化
、
出
先
機
関
の
原
則
廃
止
、
国
と
地
方
の
協
議
の
場
の
法
制
化
等
を
目
指
す
。

こ
れ
ら
に
よ
り
、
住
民
自
治
、
地
方
公
共
団
体
の
権
限
と
責
任
は
飛
躍
的
に
高
ま
る
も
の
。

○
緑
の
分
権
改
革
と
は
、
こ
の
よ
う
に
行
財
政
制
度
を
地
域
主

権
型

に
改

革
し
て
い
く
こ
と
に
あ
わ

せ
て
、
個

々
人

の
生

活
や
地
域
の
経
済
に
つ
い
て
も
、
「
人
材
や
食
料
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
資
源
等
が
で
き
る
限
り
地
域
で
有
効
に
活
用
さ
れ
る
構

造
」
に
変
え
て
い
く
こ
と
に
よ
り
、
ヒ
ト
、
モ
ノ
、
カ
ネ
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
動
き
そ
の
も
の
を
変
革
し
、
地
域
の
自
給
力
と
創
富
力

を
高

め
る
よ
う
な
社

会
シ
ス
テ
ム
の

構
築

を
目

指
す
も
の

。

２
地
域
主
権
改
革
と
緑
の

分
権
改
革
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地
域

現
状

人
資

源
資
金

定 住 自 立 圏

構 想 の 推 進

過 疎 地 域 等 の

自 立 ・ 活 性 化

「
緑
の

分
権
改
革
」
の

推
進
に
よ
る
地
域
の

成
長

流
出

大
都
市

海
外

大
規
模
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給

・
・
・

改
革

後

地
域

地
域
の
自
給
力
と
創
富
力
に
よ
る
成
長

大
都
市

海
外

大
規
模
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給

・
・
・

共
存

Ｉ Ｃ Ｔ 利 活 用

の 強 化

郵 政 改 革

（
分
散
自
立
・
地
産
地
消
・
低
炭
素
型
社
会
へ
）

緑 の 分 権 改 革

（
出
典
）
原
口
ビ
ジ
ョ
ン
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（
１
）
総
務
省
の
体
制
整
備

第
２
次

補
正

予
算

案
の

閣
議

決
定

後
に
、
省

内
横

断
的

な
推

進
体

制
と
し
て
、
「
緑

の
分

権
改

革
推

進
本

部
」
を
設

置
す
る
と
と
も

に
、
そ
の

着
実

な
実

施
の

た
め
に
「
緑

の
分

権
改

革
推

進
室

」
を
設

置
。

（
２
）
意
見
募
集
の
実
施

（
４
）
①

の
推

進
会

議
の

設
置

に
先

立
ち
、
地

方
公

共
団

体
は

じ
め
関

係
方

面
か

ら
緑

の
分

権
改

革
に
対

す
る
意

見
を
募

集
。

（
３
）
平

成
２
１
年

度
第

２
次

補
正

予
算

緑
の

分
権

改
革

の
推

進
の

た
め
の

基
礎

的
条

件
整

備
と
し
て
、
地

域
に
お
け
る
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル

ギ
ー
資

源
の

賦
存

量
の

調
査

と
フ
ィ
ー
ジ
ビ
リ
テ
ィ
調

査
、
固

定
価

格
買

取
の

仕
組

み
や

住
民

共
同

出
資

の
活

用
等

も
含

め
た
事

業
化

方
策

に
つ
い
て
の

先
行

実
証

調
査

を
実

施
。

（
４
）
平

成
２
２
年

度
当

初
予

算
①
推
進
会
議
の
設
置

（
３
）
の

ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル

ギ
ー
資

源
の

調
査

の
状

況
、
②

の
先

行
的

な
取

組
を
実

施
す
る
地

方
公

共
団

体
に
よ
る
調

査
の

状
況

も
踏

ま
え
、
緑

の
分

権
改

革
を
推

進
し
て
い
く
た
め
の

課
題

・
対

応
策

等
に
つ
い
て
検

討
。

②
先
行
的
な
取
組
に
つ
い
て
の
委
託
調
査
事
業

緑
の

分
権

改
革

の
モ
デ
ル

と
な
り
う
る
先

行
的

・
総

合
的

な
取

組
を
行

う
地

方
公

共
団

体
を
募

集
し
、
取

組
を
実

施
・
発

展
し
て
い

く
た
め
の

委
託

調
査

を
実

施
。

（
５
）
平

成
２
３
年

度
以

降
の

展
開

平
成

２
１
年

度
及

び
平

成
２
２
年

度
に
お
け
る
調

査
・
研

究
結

果
、
先

行
実

施
団

体
の

検
証

・
提

言
等

を
広

く
都

道
府

県
、
市

町
村

は
じ
め
関

係
者

に
周

知
す
る
と
と
も
に
、
国

と
し
て
、
広

報
・
啓

発
に
あ
わ

せ
て
、
規

制
緩

和
や

必
要

な
法

整
備

な
ど
に
よ
り
支

援
策

を
講

じ
て
い
く
こ
と
に
よ
り
、
緑

の
分

権
改

革
を
積

極
的

に
推

進
。

３
緑
の
分
権
改
革
の
推
進
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緑の分権改革推進会議の開催について

平成２２年４月２６日

総 務 大 臣 決 定

１ 緑の分権改革の推進のため、改革のモデルとなる取組の整理を行うとともに、その

実現のために必要な対応方策及び改革の推進に伴い見込まれる効果の数量化等につい

て検討するため、総務省において緑の分権改革推進会議（以下「会議」という ）を。

開催する。

２ 会議の構成員は、以下のとおりとする。ただし、座長は、必要があると認めるとき

は、関係者に出席を求めることができる。

座長 ：総務大臣が指名する総務副大臣

座長代行：内閣総理大臣補佐官（地域主権、地域活性化及び地方行政担当）

委員 ：総務大臣が指名する有識者

３ 座長は、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を委嘱すること

ができる。

４ 座長は、必要に応じ、構成員及び専門委員により構成される分科会を設けることが

できる。

５ 会議の庶務は、関係部局の協力を得て、総務省地域力創造グループ緑の分権改革推

進室において処理する。

６ その他会議の運営等に関し必要な事項は、座長が定める。

11



緑の分権改革推進会議 構成員名簿
（五十音順、敬称略）

座長 渡辺 周 総務副大臣

座長代行 逢坂 誠二 内閣総理大臣補佐官

委員 飯田 哲也 環境エネルギー政策研究所所長

大森 彌 東京大学名誉教授

小田切徳美 明治大学農学部教授

笠松 和市 徳島県上勝町長

川勝 平太 静岡県知事

北橋 健治 福岡県北九州市長

鈴木 重男 岩手県葛巻町長

須藤 修 東京大学大学院情報学環教授

月尾 嘉男 東京大学名誉教授

西澤 久夫 滋賀県東近江市長

平井 伸治 鳥取県知事

（ ）福武總一郎 ベネッセホールディングス取締役会長 総務省顧問

科学技術振興機構社会技術研究開発センター領域総括堀尾 正靱

堀場 勇夫 青山学院大学経済学部教授

安田 喜憲 国際日本文化研究センター教授・稲盛財団理事

（総務省顧問）山﨑 養世 太陽経済の会代表理事
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地方政府基本法の制定（地方自治法の抜本見直し） 

地方行財政検討会議について 

趣旨 

地方政府基本法の制定に向け、地域主権の確立を目指した地方自治法の抜本的

な見直しの案を取りまとめるため、総務省において、地方行財政検討会議を開催

している。 

 この会議において成案が得られた検討結果については、「地域主権戦略の工程

表｣ に沿って、地方自治法改正案として取りまとめ、順次、国会へ提出していく。 

 

テーマ 

総論 

○ 地方自治の理念の再整理（「地方自治の本旨」の具体化） 

○ 地方自治の基本法としてのあり方 

１．自治体の基本構造のあり方 

○ 二元代表制を前提とした自治体の基本構造の多様化 

○ 基礎自治体の区分の見直し 

○ 大都市制度のあり方  等 

２．住民参加のあり方 

○ 議会のあり方 

○ 一般的な住民投票制度のあり方 

○ 長の多選制限その他の選挙制度の見直し  等 

３．財務会計制度・財政運営の見直し 

○ 不適正経理事件等を踏まえた監査制度等の抜本的見直し 

○ 財務会計制度の見直し 

○ 長等に対する損害賠償請求権の放棄の制限  等 

４．自治体の自由度の拡大（規制緩和） 

○ 執行機関(行政委員会など) 

○ 議会の組織・権能  等 

総務省資料 
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構成員 

<政務三役等> 

原口 一博  総務大臣  【議長】 

渡 辺  周  総務副大臣 

小川 淳也  総務大臣政務官 

逢坂 誠二  内閣総理大臣補佐官 

 

＜地方自治体関係者＞ 

達増 拓也  岩手県知事 

奥山 恵美子  仙台市長 

松田 直久  津市長 

横尾 俊彦  多久市長 

寺島 光一郎  北海道乙部町長 

金子 万寿夫  鹿児島県議会議長 

五本 幸正  富山市議会議長 

野 村  弘  長野県上松町議会議長 

 

＜有識者＞ 

石原 俊彦  関西学院大学教授 

岩崎 美紀子  筑波大学教授 

碓井 光明  明治大学教授 

斎 藤  誠  東京大学教授 

西 尾  勝  東京大学名誉教授 

林  宜 嗣  関西学院大学教授 
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検討の方向性 

 

検討項目の例 検討の視点 

総論 

○ 地方自治の理念の再整理（「地方自

治の本旨」の具体化） 

○ 地方自治の基本法としてのあり方 

○ 地域主権の確立を目指す観点から見たときに、国と

地方の役割分担、地方自治に関する法令の立法原則、

住民の権利義務のあり方等について、現在の地方自治

法の規定で十分であるかという観点から、地方自治法

のあり方や地方自治の理念を改めて整理すべきではな

いか。 

１．自治体の基本構造のあり方 

○ 二元代表制を前提とした自治体の

基本構造の多様化 

○ 地方自治法は、厳格な二元代表制を一律に採用して

いるが、より多様な組織を地方自治体自らの判断によ

り決定できるような仕組みも考えられるか。地方自治

体の基本構造のあり方をどう考えるか。 

○ 基礎自治体の区分の見直し 

○ 大都市制度のあり方 

○ 「平成の大合併」進展後、市町村の姿は変貌を遂げ

たが、現行の基礎自治体のあり方（市と町村、市の種

類（指定都市・中核市・特例市））はこれにふさわしい

ものとなっているか。 

○ 都道府県間・基礎自治体間の広域

連携のあり方 

 

○ 国・地方関係のあり方 ○ 地域主権型社会において国と地方自治体の関係をど

う考えるか。国・地方それぞれの判断と責任が尊重さ

れるためには、どのような仕組みが必要か。 

２．住民参加のあり方 

○ 議会のあり方 

○ 一般的な住民投票制度のあり方 

○ 長の多選制限その他の選挙制度の

見直し 

○ 規模の拡大に伴う自治体経営への

住民参画の手法 

○ 地域主権改革の進展に伴い、地方自治体の処理する

事務が今後更に増大するとともに、条例により自主的

に定めることができる範囲が拡大するなど、地方自治

体の責任領域が拡大していくことになると考えられる

が、地域主権型社会における議会の役割が十分に発揮

されるよう、議会機能の更なる充実・強化を図ってい

く必要があるのではないか。 
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検討項目の例 検討の視点 

○ 住民の意見を行政運営に反映させる観点から、多様

な層から幅広い住民が議会の議員に選ばれるような方

策を考える必要があるのではないか。 

○ 幅広い住民が、議会の議員をはじめ、地方自治体の

行政運営に参加するような方策を考える必要があるの

ではないか。 

○ 市町村合併による規模の拡大を踏まえると、市町村

内における地域内分権を図る必要があるのではない

か。 

３．財務会計制度・財政運営の見直し 

○ 不適正経理事件等を踏まえた監査

制度等の抜本的見直し 

○ 財務会計制度の見直し 

○ 不適正経理事件等を踏まえ、地方自治体の監査制度

等の抜本的な見直しが必要ではないか。また、財務会

計における透明性の向上と自己責任の拡大が必要では

ないか。 

○ 長等に対する損害賠償請求権の放

棄の制限 

○ 住民訴訟係属中の損害賠償請求権の放棄について

は、住民に対し裁判所への出訴を認めた住民訴訟制度

の趣旨を損なうこととなりかねないとの指摘もあり、

これを制限すべきではないか。 

４．自治体の自由度の拡大（規制緩和） 

○ 執行機関（行政委員会など） 

○ 議会の組織・権能 

○ 財務規定 

○ 地方自治法の規律密度が高く、地方自治体の組織及

び運営について裁量の余地が乏しいという指摘がある

が、地方自治体の自由度を拡大すべきではないか。一

方、全国的に統一して定めることが要請される事項を

どう考えるか。 

 

※ この表は、地方行財政検討会議（第３回）（平成２２年４月２６日）において配付した「資料１ 地方行財政検討会議の検討の

方向性について」を基に作成したもの。 
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分科会 

 地方行財政検討会議における円滑な議事に資するよう、会議の下に、第一分科

会及び第二分科会を開催している。 

 

第一分科会 第二分科会 

主な検討項目 

○ 地方自治体の基本構造のあり方 

○ 住民参加のあり方 

○ 地方自治体の自由度の拡大（議会関係・執

行機関関係） 

○ 財務会計制度・財政運営の見直し 

○ 地方自治体の自由度の拡大（財務規定関

係） 

構成員 

渡 辺  周  総務副大臣 

小川 淳也  総務大臣政務官 

逢坂 誠二  内閣総理大臣補佐官 

岩崎 美紀子  筑波大学教授 

斎 藤  誠  東京大学教授 

西 尾  勝  東京大学名誉教授【主査】 

林  宜 嗣  関西学院大学教授 

＜専門委員＞ 

（有識者） 

林  知 更  東京大学准教授 

牧 原  出  東北大学教授 

（自治体関係者） 

森  貞 述  前高浜市長 

渡 辺  周  総務副大臣 

小川 淳也  総務大臣政務官 

逢坂 誠二  内閣総理大臣補佐官 

石原 俊彦  関西学院大学教授 

碓井 光明  明治大学教授【主査】 

西 尾  勝  東京大学名誉教授 

 

＜専門委員＞ 

（有識者） 

藤谷 武史  北海道大学准教授 

（クラウドコンピューティング関係者） 

木 村  毅  大阪市総務局ＩＴ改革監 

兼 市政改革室理事 

（自治体関係者） 

遠松 秀将  東京都財務局主計部副参事

（事務事業評価担当） 

石川 敏也  札幌市経済部中央卸売市場長 

武川 市雄  甲州市総務企画部財政課長 
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開催実績と当面の会議の進め方 

【平成２２年】 

 本会議 第一分科会 第二分科会 

１

月 

立ち上げ 

第１回会合（1/20）（運営方法の

決定、自由討議等） 

  

２

月 

第２回会合（2/15）（検討の方向

性・進め方、自由討議等） 

  

３

月 

 第１回会合（3/18）（今後の方

向性・進め方、自由討議等） 

第１回会合（3/19）（今後の方

向性・進め方、自由討議等） 

４

月 

第３回会合（4/26）（各分科会に

おける議論の報告、自由討議等） 

第２回会合（4/16）（議会のあ

り方、自由討議等） 

第２回会合（4/21）（監査機能

のあり方、自由討議等） 

５

月 

第４回会合（5/24）（地方自治法

抜本改正に向けての基本的な考え

方、自由討議等） 

第一分科会・第二分科会合同会議（5/19）（これまでの議論に

対する地方六団体の意見聴取、自由討議等） 

６

月 

 

７

月 

第５回会合（各論討議） 

８

月 

 

９

月 

第６回会合（各論討議） 

10

月 

 

11

月 

第７回会合（論点取りまとめ①） 

 

 

【平成２３年】 

（ ３月   地方自治法改正案提出 ） 

 

平成２３年以降、適宜開催 

 

※ 上記の表等は、地方行財政検討会議（第２回）（平成２２年２月１５日）において配付した「資料３ 当面の会議の進め方」を

基に作成したもの。 

※ ２つの分科会をそれぞれ月１回程度開催 
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携
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じ
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。

第
25

2条
の

14
事

務
の

委
託

事
務
の
一
部
を
共
同
処
理
す
る
た
め
、
協
議
に
よ
り
規
約
を
定
め
、
総
務
大
臣
又
は
都
道
府
県
知

事
の

許
可

を
得

て
、
一

部
事

務
組

合
を
設

け
る
こ
と
が

で
き
る
。

一
部
事
務
組
合
を
構
成
す
る
団
体
と
は
別
な
法
人
格
を
有
す
る
特
別
地
方
公
共
団
体
で
あ
る
。

第
28

4条
一

部
事

務
組

合

広
域

に
わ

た
り
処

理
す
る
こ
と
が

適
当

な
事

務
に
関

し
、
広

域
計

画
を
作

成
し
、
必

要
な
連

絡
調

整
を
図

り
、
並

び
に
広

域
に
わ

た
り
総

合
的

か
つ
計

画
的

に
処

理
す
る
た
め
、
協

議
に
よ
り
規

約
を
定

め
、

総
務

大
臣

又
は

都
道

府
県

知
事

の
許

可
を
得

て
設

け
る
こ
と
が

で
き
る
。

一
部

事
務

組
合

と
比

較
し
て
、
国

、
都

道
府

県
等

か
ら
直

接
に
権

限
の

委
任

を
受

け
る
こ
と
及

び
権

限
の

委
任

の
要

請
が

で
き
る
こ
と
や

、
直

接
請

求
が

認
め
ら
れ

て
い
る
な
ど
の

相
違

が
あ
る
。

第
28

4条
広
域
連
合

事
務

の
一

部
を
共

同
し
て
管

理
・
執

行
す
る
た
め
、
協

議
に
よ
り
規

約
を
定

め
、
各

団
体

の
議

決
を

経
て
（
②

を
除

く
）
、
協

議
会

を
設

け
る
こ
と
が

で
き
る
。
法

人
格

は
有

し
な
い
。

①
管

理
執

行
協

議
会

、
②

連
絡

調
整

協
議

会
、
③

計
画

作
成

協
議

会
の

３
種

類
が

あ
る
。

第
25

2条
の

２
協
議
会

概
要

根
拠

条
文

（
地

方
自

治
法

）
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理
方

式

既
存

の
制

度
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（参考）関西広域連合(仮称)設立について 

 現在、関西地域において、２府８県４政令市、経済団体等により構成する関
西広域機構を中心として、「関西広域連合（仮称）」設立を目指した取組が行
われている。 
 
【概要】 
１設立のねらい 

地方分権改革の突破口、広域行政の展開、国の地方支分部局の事務の受け皿  
２基本方針 
◎ まず一歩を踏み出し、成長する広域連合  

実現可能な事務から取り組みを開始し、実施する事務を順次拡大、国の事務移譲を狙う。  

◎ 生活者重視の運営（東南海・南海地震等に備えた広域防災、ドクターヘリ等） 

◎ 広域施策の核として既存事業を移管 

 関西広域機構（ＫＵ）の事務について、広域連合で実施した方が効率的なものは移管   
３ 実施する事務  
＜設立当初＞７分野 
 広域防災、広域観光・文化振興、広域産業振興、広域医療連携、広域環境保全、資格試験・免
許等、広域職員研修 

＜順次拡充する事務＞  

７分野の拡充と府県事務の切り出し等、新たな分野（交通・物流基盤整備、行政委員会事務） 

 ＜国の地方支分部局からの移譲事務＞   
４ 当初参加予定団体 

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、鳥取県、徳島県   
５ 組 織 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 予 算  
・ 構成府県が負担する「分賦金」による（広域連合に課税権はない）。 
・ 負担割合については、総務費については均等負担を原則に、各事業費については、人口など

事業毎の受益に応じた客観的な指標により算定する。   
７ 設立に向けたスケジュール 

 会  議  等 内      容 

2009年 8月 分権改革推進本部第５回本部会議 ・各府県等の取組状況報告 

・「設立案」の協議 

2010年 1月 分権改革推進本部設立準備部会 

〔関係府県知事会議〕 

・「設立案」の協議 

 

 各府県議会 ・規約案の提案 

 

 

 

広 域 連 合 長

構 成 団 体 の 長

関 係 地 方 公 共 団 体 の 長

市 長 会 ・ 町 村 長 会 関 係 者

地 域 団 体 ・ 経 済 団 体 代 表 者

学 識 経 験 者 等

広域連合長 

監 査 委 員

公 平 委 員 会

選挙管理委員会

 

 

 

広域連合議会 

委員長 （広域連合長） 

副委員長（副広域連合長）   

各委員 （各分野担当) 

広域連合委員会 

広域連合協議会 

事 務 局

会計管理者
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１
．
「
改
め
て
道
州
制
の
早
期
実
現
を
求
め
る
（
2
0
1
0
年
1
0
月
2
0
日
）
」

経
団
連

池
田

道
州
制
推
進
委
員
会
共
同
委
員
長

２
．
「
道
州
制
、
地
域
主
権
の
現
状
と
課
題
に
つ
い
て
」

逢
坂

内
閣
総
理
大
臣
補
佐
官

第
１
回

道
州
制
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
（
2
0
0
9
年
1
2
月
1
1
日
）

第
１
回

道
州
制
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
（
2
0
0
9
年
1
2
月
1
1
日
）

１
．

「
地
域
主
権
改
革
の
現
状
と
見
通
し
」

逢
坂

内
閣
総
理
大
臣
補
佐
官

２
．

「
関
西
広
域
連
合
の
ね
ら
い
と
設
立
準
備
状
況
」

関
経
連

村
上

地
方
分
権
委
員
会
委
員
長

関
西
広
域
機
構

甲
角

専
務
理
事

３
．

「
地
域
主
権
改
革
へ
の
期
待
」

経
団
連

池
田

道
州
制
推
進
委
員
会
共
同
委
員
長

道
州

制
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の

概
要

道
州

制
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の

概
要

第
２
回

道
州
制
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
（
2
0
1
0
年
３
月
2
4
日
）

第
２
回

道
州
制
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
（
2
0
1
0
年
３
月
2
4
日
）
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